
（様式 6） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

審査基準（不利益処分関係）                                                     

資料番号 15 担当課 医療対策課 

法令名 保健師助産師看護師法 根拠条項 14-2 
不利益処分

の種類 
准看護師免許の取消 

第十四条 保健婦、助産婦若しくは看護婦が第九条各号のいずれかに該当するに至つたとき、又は保健婦、助産婦若しくは看護婦としての品位を損す 

るような行為のあつたときは、厚生労働大臣は、その免許を取り消し、又は期間を定めてその業務の停止を命ずることができる。 

２ 准看護婦が第九条各号のいずれかに該当するに至つたとき、又は准看護婦としての品位を損するような行為のあつたときは、都道府県知事は、そ 

の免許を取り消し、又は期間を定めてその業務の停止を命ずることができる。 

３ 前二項の規定による取消処分を受けた者であつても、その者がその取消しの理由となつた事項に該当しなくなつたとき、その他その後の事情によ 

り再び免許を与えるのが適当であると認められるに至つたときは、再免許を与えることができる。この場合においては、第十二条の規定を準用する。 

 

第十五条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第三項に規定する処分をしようとするときは、あらかじめ医道審議会の意見を聴かなければならない。 

２ 都道府県知事は、前条第二項又は第三項に規定する処分をしようとするときは、あらかじめ准看護婦試験委員の意見を聴かなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、前条第一項の規定による免許の取消処分をしようとするときは、都道府県知事に対し、当該処分に係る者に対する意見の聴取を 

行うことを求め、当該意見の聴取をもつて、厚生労働大臣による聴聞に代えることができる。 

４ 行政手続法(平成五年法律第八十八号)第三章第二節(第二十五条、第二十六条及び第二十八条を除く。)の規定は、都道府県知事が前項の規定によ 

り意見の聴取を行う場合について準用する。この場合において、同節中「聴聞」とあるのは「意見の聴取」と、同法第十五条第一項中「行政庁」とあ 

るのは「都道府県知事」と、同条第三項(同法第二十二条第三項において準用する場合を含む。)中「行政庁は」とあるのは「都道府県知事は」と、「当 

該行政庁が」とあるのは「当該都道府県知事が」と、「当該行政庁の」とあるのは「当該都道府県の」と、同法第十六条第四項並びに第十八条第一項 

及び第三項中「行政庁」とあるのは「都道府県知事」と、同法第十九条第一項中「行政庁が指名する職員その他政令で定める者」とあるのは「都道府 

県知事が指名する職員」と、同法第二十条第一項、第二項及び第四項中「行政庁」とあるのは「都道府県」と、同条第六項、同法第二十四条第三項及 

び第二十七条第一項中「行政庁」とあるのは「都道府県知事」と読み替えるものとする。 

５ 厚生労働大臣は、都道府県知事から当該処分の原因となる事実を証する書類その他意見の聴取を行う上で必要となる書類を求められた場合には、 

速やかにそれらを当該都道府県知事あて送付しなければならない。 

６ 都道府県知事は、第三項の規定により意見の聴取を行う場合において、第四項において読み替えて準用する行政手続法第二十四条第三項の規定に 

より同条第一項の調書及び同条第三項の報告書の提出を受けたときは、これらを保存するとともに、当該処分の決定についての意見を記載した意見書 

を作成し、当該調書及び報告書の写しを添えて厚生労働大臣に提出しなければならない。 
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７ 厚生労働大臣は、意見の聴取の終結後に生じた事情にかんがみ必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、前項の規定により提出された意 

見書を返戻して主宰者に意見の聴取の再開を命ずるよう求めることができる。行政手続法第二十二条第二項本文及び第三項の規定は、この場合につい 

て準用する。 

８ 厚生労働大臣は、当該処分の決定をするときは、第六項の規定により提出された意見書並びに調書及び報告書の写しの内容を十分参酌してこれを 

しなければならない。 

９ 厚生労働大臣は、前条第一項の規定による業務の停止の命令をしようとするときは、都道府県知事に対し、当該処分に係る者に対する弁明の聴取 

を行うことを求め、当該弁明の聴取をもつて、厚生労働大臣による弁明の機会の付与に代えることができる。 

１０ 前項の規定により弁明の聴取を行う場合において、都道府県知事は、弁明の聴取を行うべき日時までに相当な期間をおいて、当該処分に係る者 

に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

一 前条第一項の規定を根拠として当該処分をしようとする旨及びその内容 

二 当該処分の原因となる事実 

三 弁明の聴取の日時及び場所 

１１ 厚生労働大臣は、第九項に規定する場合のほか、厚生労働大臣による弁明の機会の付与に代えて、医道審議会の委員に、当該処分に係る者に対 

する弁明の聴取を行わせることができる。この場合においては、前項中「前項」とあるのは「次項」と、「都道府県知事」とあるのは「厚生労働大臣」 

と読み替えて、同項の規定を適用する。 

１２ 第十項(前項後段の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の通知を受けた者は、代理人を出頭させ、かつ、証拠書類又は証拠物を提出す 

ることができる。 

１３ 都道府県知事又は医道審議会の委員は、第九項又は第十一項前段の規定により弁明の聴取を行つたときは、聴取書を作り、これを保存するとと 

もに、当該処分の決定についての意見を記載した報告書を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならない。 

１４ 厚生労働大臣は、第三項又は第九項の規定により都道府県知事が意見の聴取又は弁明の聴取を行う場合においては、都道府県知事に対し、あら 

かじめ、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

一 当該処分に係る者の氏名及び住所 

二 当該処分の内容及び根拠となる条項 

三 当該処分の原因となる事実 
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１５ 第三項の規定により意見の聴取を行う場合における第四項において読み替えて準用する行政手続法第十五条第一項の通知又は第九項の規定に 

より弁明の聴取を行う場合における第十項の通知は、それぞれ、前項の規定により通知された内容に基づいたものでなければならない。 

１６ 都道府県知事は、前条第二項の規定による業務の停止の命令をしようとするときは、都道府県知事による弁明の機会の付与に代えて、准看護婦 

試験委員に、当該処分に係る者に対する弁明の聴取を行わせることができる。 

１７ 第十項、第十二項及び第十三項の規定は、准看護婦試験委員が前項の規定により弁明の聴取を行う場合について準用する。この場合において、 

第十項中「前項」とあるのは「第十六項」と、「前条第一項」とあるのは「前条第二項」と、第十二項中「第十項(前項後段の規定により読み替えて適 

用する場合を含む。)」とあるのは「第十七項において準用する第十項」と、第十三項中「都道府県知事又は医道審議会の委員」とあるのは「准看護 

婦試験委員」と、「第九項又は第十一項前段」とあるのは「第十六項」と、「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知事」と読み替えるものとする。 

１８ 第三項若しくは第九項の規定により都道府県知事が意見の聴取若しくは弁明の聴取を行う場合、第十一項前段の規定により医道審議会の委員が 

弁明の聴取を行う場合又は第十六項の規定により准看護婦試験委員が弁明の聴取を行う場合における当該処分については、行政手続法第三章(第十二 

条及び第十四条を除く。)の規定は、適用しない。 

 

第九条 次の各号のいずれかに該当する者には、前二条の規定による免許(以下「免許」という。)を与えないことがある。 

一 罰金以上の刑に処せられた者 

二 前号に該当する者を除くほか、保健婦、助産婦、看護婦又は准看護婦の業務に関し犯罪又は不正の行為があつた者 

三 心身の障害により保健婦、助産婦、看護婦又は准看護婦の業務を適正に行うことができない者として厚生労働省令で定めるもの 

四 麻薬、大麻又はあへんの中毒者 

 

 


